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内閣01 沖縄の経済金融活性化特別地区における課税の特例措置の延長

内閣02 沖縄の離島の旅館業に係る課税の特例措置の延長

内閣03 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の延長

内閣04 沖縄の観光地形成促進地域における課税の特例措置の延長等

内閣05 沖縄の情報通信産業振興地域・特別地区における課税の特例の延長等

内閣06 沖縄の産業イノベーション促進地域における課税の特例措置の延長等

内閣07 沖縄の国際物流拠点産業集積地域における課税の特例措置の延長等

番号 制度名

 内閣府
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地⽅税における税負担軽減措置等の適⽤状況等に関する報告書 【別紙２】

○経済⾦融活性化特区 （単位：千円）

法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④
（⑤＋⑥）

事業税⑤
地⽅法⼈特別

税⑥
法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④
（⑤＋⑥）

事業税⑤
地⽅法⼈特別

税⑥
法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④
（⑤＋⑥）

事業税⑤
地⽅法⼈特別

税⑥
法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④
（⑤＋⑥）

事業税⑤
地⽅法⼈特別

税⑥

特別償却 81 20 61 239 167 72 1,762 305 1,457 8,148 5,900 2,248 387 55 332 2,093 1,528 565 0 0 0 0 0 0
投資税額控除 13,138 3,259 9,879 0 0 0 2,292 396 1,896 0 0 0 1,226 175 1,051 0 0 0 1,409 201 1,208 0 0 0
所得控除 999 248 751 2,951 2,061 890 516 89 427 2,388 1,729 659 1,717 245 1,472 9,284 6,777 2,507 1,423 203 1,220 7,590 5,540 2,050
⼩計 14,218 3,527 10,691 3,190 2,228 962 4,570 790 3,780 10,536 7,629 2,907 3,330 475 2,855 11,377 8,305 3,072 2,832 404 2,428 7,590 5,540 2,050
特別償却 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投資税額控除 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
所得控除 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⼩計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
特別償却 81 20 61 239 167 72 1,762 305 1,457 8,148 5,900 2,248 387 55 332 2,093 1,528 565 0 0 0 0 0 0
投資税額控除 13,138 3,259 9,879 0 0 0 2,292 396 1,896 0 0 0 1,226 175 1,051 0 0 0 1,409 201 1,208 0 0 0
所得控除 999 248 751 2,951 2,061 890 516 89 427 2,388 1,729 659 1,717 245 1,472 9,284 6,777 2,507 1,423 203 1,220 7,590 5,540 2,050
⼩計 14,218 3,527 10,691 3,190 2,228 962 4,570 790 3,780 10,536 7,629 2,907 3,330 475 2,855 11,377 8,305 3,072 2,832 404 2,428 7,590 5,540 2,050

R4

対象税⽬

単体法⼈

連結法⼈

計

年度 R1 R2 R3
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沖縄の離島の旅館業に係る課税の特例措置の延⻑【別紙１】

（適⽤数、適⽤額及び減収額の推計⽅法）
●実績及び⾒込み

年度
適⽤数
（件）

適⽤額
（千円）

減収額
（千円）

国税 特別償却 1,012
地⽅税 事業税 387

法⼈住⺠税 132
国税 特別償却 57,642
地⽅税 事業税 21,984

法⼈住⺠税 7,436
国税 特別償却 5,263
地⽅税 事業税 1,971

法⼈住⺠税 427
国税 特別償却 4,281 ※事業税は、特別法⼈事業税を含む。／法⼈住⺠税は、道府県税と市町村⺠税の合計（総務省の報告書の「影響額」から計算）。
地⽅税 事業税 1,621

法⼈住⺠税 300 ○法⼈事業税＝所得割・収⼊割＋付加価値割（特別法⼈事業税を含む。）※税率は令和6年度【令和5年度】
国税 特別償却 151 ①法⼈事業税所得割（収⼊割）＝法⼈税の適⽤額×3.4%【3.5%】

事業税 56 ②特別法⼈事業税＝①×76.0%【74.8%】
法⼈住⺠税 11 ③法⼈事業税（付加価値割）＝法⼈税の適⽤額×0.7%【0.7%】

国税 特別償却 14,804
地⽅税 事業税 4,351

法⼈住⺠税 1,036 ① ② ③
国税 特別償却 16,033 R5 2233.408 1670.589 446.6816
地⽅税 事業税 4,619

法⼈住⺠税 1,122
国税 特別償却 17,364 R6 2349.673 1785.751 483.7562
地⽅税 事業税 5,003

法⼈住⺠税 1,215
国税 特別償却 18,805 R7 2544.696 1933.969 523.908
地⽅税 事業税 5,418

法⼈住⺠税 1,316
R8 2755.906 2094.488 567.3923

※4 下線部を付した年度（R５年度〜R８年度）は、推計値。
【推計の⽅法】
〇適⽤数、適⽤額

〇減収額
・国税：適⽤額（推計）に、法⼈税率23.2％を乗じて推計。

 ○法⼈住⺠税＝法⼈税の減収額×7.0％
 ○法⼈事業税＝次の①、②、③の和（※税率%は令和６年度以降の推計に⽤いたものを記載【令和５年度】）

①法⼈事業税所得割（収⼊割）＝法⼈税の適⽤額×3.4%【3.5%】
②特別法⼈事業税＝①×76.0%【74.8%】
③法⼈事業税（付加価値割）＝法⼈税の適⽤額×0.7%【0.7%】

・地⽅税：各府省庁税制担当課⻑会議（令和６年８⽉２⽇総務省⾃治税務局主催）資料「地⽅法⼈⼆税に係る
減収額算定⽅法について」に基づき、次のとおり算出。

R8年度 2

2

※1 適⽤数、適⽤額：法⼈税、法⼈住⺠税及び法⼈事業税の適⽤数及び適⽤額は同⼀であるため、区分して記
載せず。

81,056

74,844R7年度

地⽅税

令和４年度税制改正による取得価格要件の下限額の引下げ及び「改修」の追加を踏まえ、事業者にその効果等
の認知が進むことで適⽤数が増加することを想定し、令和５年度は、令和４年度以前の５年間の平均値から
8.3％増加するものとして推計した（R5:県知事確認件数24件のうち２件の実績≓8.3％）。 また、令和６年度以
降も、前年度から8.3％増加するものとして推計した。

※2 減収額（国税）：H30年度〜R4年度については、「租税特別措置の適⽤実態調査の結果に関する報告書」
（財務省）に基づき、法⼈税率を23.2％として算出。
※3 減収額（地⽅税）：H30年度〜R4年度については、「地⽅税における税負担軽減措置等の適⽤状況等に関
する報告書」（総務省）より（事業税は、特別法⼈事業税を含む）。

69,108

63,812

6511

2

2

R4年度

R5年度

R6年度

18,452

H30年度

R元年度

R2年度 2

1

3

22,686

248,457

4,360

1R3年度
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項⽬ R1 R2 R3 R4 R5
① 新規⽴地企業数 44 20 65 15 22
② ①のうち特例措置を活⽤した企業数 2 0 2 1 1
③ 活⽤割合 4.5% 0.0% 3.1% 6.7% 4.5%
④ ⽴地企業数 223 196 251 263 265
⑤ ④のうち特例措置を活⽤した企業数 59 40 31 17 15
⑥ 活⽤割合 26.5% 20.4% 12.4% 6.5% 5.7%

企業増加数 - -27 55 12 2

項⽬ R6 R7 R8 合計
① 新規⽴地企業数 22 22 29 73
② ①のうち特例措置を使⽤する企業数 3 3 4 10
割合 13.6% 13.6% 13.8% −
③ ⽴地企業数 279 288 304 871
④ ③のうち特例措置を使⽤する企業数 37 39 40 116
割合 13.3% 13.5% 13.2% −

単純延⻑分企業増加数 22 22 22
拡充部分による企業増加数 - 0 7

※①については１①の新規⽴地企業数のうち、コロナ禍での改廃業が落ち着いたR5と同数で算出。R8はそれに拡充分の増加数を加算して算出。
※③④ついては、別シート「適⽤額・減収額の⾒込み」の（5）合計より算出

〇参考指標
１  搬出額の推移（県内、県外、海外） （単位：百万円）

項目 R1 R2 R3 R４ R5
国際物流拠点集積地域 22,611 26,205 37,373 34,472 36,352

増加額 3,594 11,168 -2,901 1,880
13,741
3,435

２   搬出額の見込み（県内、県外、海外） （単位：百万円）

項目 R6 R7 R8
国際物流拠点集積地域 39,787 43,222 46,657
※⾒込みについてはR1〜R5の平均増加額3,435百万円と同額が毎年増加するものとして試算

〇⽬標設定資料

１ 現⾏区域における⽴地企業数等の状況及び特例措置の活⽤実績

２ 改正要望に係る（現⾏区域＋拡充区域）⽴地企業数等の状況及び特例措置の活⽤⾒込み

増加額合計
平均増加額

左記表を測定指標として、令和8年
末までに特例措置を活用して立地す
る企業数を10社とする（毎年、新規
立地企業のうち10％超が特例措置を
活用するものと試算）
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地⽅税における税負担軽減措置等の適⽤状況等に関する報告書

○国際物流特区 （単位：千円）

法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④（⑤

＋⑥）
事業税⑤

地⽅法⼈特別税
⑥

法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④（⑤

＋⑥）
事業税⑤

地⽅法⼈特別税
⑥

法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④（⑤

＋⑥）
事業税⑤

地⽅法⼈特別税
⑥

法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④（⑤

＋⑥）
事業税⑤

地⽅法⼈特別税
⑥

特別償却 26,322 6,529 19,793 69,598 46,114 23,484 440 76 364 2,034 1,473 561 680 97 583 3,680 2,686 994 259 37 222 1,382 1,009 373
投資税額控除 27,481 6,817 20,664 0 0 0 12,814 2,214 10,600 0 0 0 11,905 1,701 10,204 0 0 0 3,659 523 3,136 0 0 0
所得控除 5,447 1,351 4,096 16,107 11,248 4,859 2,522 436 2,086 11,660 8,443 3,217 1,218 174 1,044 3,297 1,511 1,786 2,814 402 2,412 12,803 8,745 4,058
⼩計 59,250 14,697 44,553 85,705 57,362 28,343 15,776 2,726 13,050 13,694 9,916 3,778 13,803 1,972 11,831 6,977 4,197 2,780 6,732 962 5,770 14,185 9,754 4,431
特別償却 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投資税額控除 202 50 152 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
所得控除 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⼩計 202 50 152 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
特別償却 26,322 6,529 19,793 69,598 46,114 23,484 440 76 364 2,034 1,473 561 680 97 583 3,680 2,686 994 259 37 222 1,382 1,009 373
投資税額控除 27,683 6,867 20,816 0 0 0 12,814 2,214 10,600 0 0 0 11,905 1,701 10,204 0 0 0 3,659 523 3,136 0 0 0
所得控除 5,447 1,351 4,096 16,107 11,248 4,859 2,522 436 2,086 11,660 8,443 3,217 1,218 174 1,044 3,297 1,511 1,786 2,814 402 2,412 12,803 8,745 4,058
⼩計 59,452 14,747 44,705 85,705 57,362 28,343 15,776 2,726 13,050 13,694 9,916 3,778 13,803 1,972 11,831 6,977 4,197 2,780 6,732 962 5,770 14,185 9,754 4,431

R4

対象税⽬

単体法⼈

連結法⼈

計

年度 R1 R2 R3
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